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Terra Chargeについて

EV充電インフラ事業（2022年4月～）会社名 Terra Charge 株式会社

設立 2010年4月

資本金 34.5億円（資本準備金含む）

代表者 代表取締役社長 徳重徹

本社所在 東京都港区芝浦1-1-1 浜松町ビルディング12F

事業内容 EV充電インフラ事業

従業員数 220名

海外拠点 インド /  タイ
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実績
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①マンション・集合住宅向けEV充電器が設置0円
(初期費用/工事費/保守費の全て無料)

②幅広いロケーションで実績多数（病院、集合住宅、自治体、商業施設等）

③急速充電器～普通充電器、コンセントまで多様ニーズに対応

Terra Chargeが評価される理由
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Terra Charge が設置までトータルサポート

①EV充電設備（日本製）

6kW普通充電器

②EVユーザー様向け無料アプリ

③補助金申請 ④電気工事

EV充電器ハードから専用アプリ（充電管理・決済対応）
煩雑な補助金申請から電気工事まで一気通貫で提供
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すべて利用シーンに対応した充電ポートフォリオ

基礎充電・経路充電・目的地充電
すべての利用シーンに対応しており、多数の実績がございます。
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コンセントから急速充電器までフルラインナップ
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EVコンセント 普通充電器

メーカー例 Panasonic（日本製） 日東工業（日本製） 新電元（日本製）

充電シーン 自宅などマンション：基礎 商業施設やホテルなど：目的地 ふらっと立ち寄って：経路

出力 3kW 6kW 50～150kw

充電時間 △ ○ ◎

1時間 充電の走行距離 約20km 約40km 約350～400km

導入費用合計 50～100万円 70～200万円 600～1,500万円

急速充電器
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なぜ今EV充電インフラなのか？

経産省充電インフラ補助金の予算推移 予算360億円

予算10億円

2021年度

期限内に
予算消化しきれず

締切2ヶ月延長
※4月～11月まで受付 予算65億円

予算175億円
期限9日前に
予算消化し

早期受付終了
※4月～9月まで受付

約2ヶ月で

予算消化し即終了
※4月～6月まで受付

2022年度 2023年度 2024年度（次の申請）

日本は、EV普及を推し進めるために
充電インフラ補助金予算は大幅増額している（23年度比較 約2倍）
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急速
200億

基礎
80億

目的地
80億
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EV充電設置事例（幅広いロケーション）



充実のユーザーサポート
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EV充電事業者で唯一の
24時間365日稼働コールセンターを運営

コールセンターの連絡先は、テラチャージアプリの「設定」＞
「お問い合わせ」をタップすることで容易にアクセス可能

<イメージ画像>
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「Terra Charge」アプリで出来ること
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「Terra Charge」管理ダッシュボードで出来ること
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新産業で、世界で勝つ
Terra Chargeは日本が世界に誇る技術分野で、世界で勝負すること、

高いハードルを乗り越えリスクに挑戦することが当たり前の日本社会をつくる事に貢献していきます
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